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1.  はじめに 
道路は、人の移動や物資の輸送に不可欠な基本的な社会資本であり、社会経済の発展や国民生

活の向上に大きな役割を果たしており、高度経済成長期の急激な道路交通需要の増大に対応して

大量に建設されてきた。 

しかしながら、これら高度経済成長期に建設された道路橋を中心に老朽化が進展してきており、

今後の維持管理・更新費の増加が懸念されている。このような中、老朽化対策を効率的・効果的

に進めていくために、各道路管理者において橋梁長寿命化修繕計画を策定し、従来の事後保全か

ら予防保全への転換が図られつつあるが、老朽化対策として充当できる財源確保が課題となって

いる。 

一方で、建設時からの時間経過とともに、土地利用の変化や周辺人口の減少に加え、周辺道路

網が整備されたこと等により、利用交通量が著しく減少している道路橋も散見される。 

厳しい財政状況の下、財源確保が課題となっている中においては、道路橋の老朽化対策の一つ

として、地域の実情や利用状況に応じて集約・撤去を選択肢とすることが、一時的な負担が生じ

たとしても、長期的な視点で見た際には有効な手段となりうる。 

また、第 5 次社会資本整備重点計画及び国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）におい

ても、施設の集約・撤去を推進することを方針として掲げており、令和 7 年度までに施設の集

約・撤去を検討した地方公共団体を 100%にすることを目標としている。 

そのような中、国土交通省が令和元年度に地方公共団体に向け実施した「集約・撤去に関する

アンケート」では、「地元や利用者の理解が得られない」が約 6 割、「集約・撤去を進める順序、

作業内容がわからない」が約 2 割を占める等、集約・撤去を進めるうえでの課題が明らかになっ

ているところである。 

このような背景を踏まえ、国土交通省では道路橋における集約・撤去への取組事例を調査し、

各地方公共団体における取り組みの一助となるよう、好事例や参考となる情報を本事例集として

取りまとめることとした。 
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本事例集における各章の主な記載事項及び活用例を以下に示す。 

表 1-1 各章の主な記載事項及び活用例 

目次構成 記載事項 活用例 

2.道路橋における集約・撤去

の意義 

地方公共団体において、集約・撤

去に取り組むきっかけを与えられ

るように、道路橋における集約・

撤去の必要性、集約・撤去に取り

組むメリットを整理。 

利用者・住民等に対して集

約・撤去の必要性を説明す

る際の参考とする。 

3.道路橋における集約・撤去

事例 

取組事例として、対象橋梁の概

要、位置図、事業内容、集約・撤

去の経緯、担当課を紹介。 

集約・撤去の対象候補を抽

出・選定する際や事業内容

を選択する際に参考とす

る。 

4. 
集
約 
・
撤
去
を
進
め
る
う
え
で
の
検
討
項
目 
・
留
意
事
項 

4.1 主な検討項目 
集約・撤去を進めるうえでの主な

検討項目（検討事例）を一覧表と

して記載。 

集約・撤去を進めるうえ

で、どのような検討が必要

かを把握する際に参考とす

る。 

4.2 計画・調整段階 

長寿命化修繕計画策定時における

検討事例、留意事項を記載。（対

象候補の抽出事例、コスト効果算

出事例等） 

管理橋梁全体から集約・撤

去対象候補を抽出する等、

計画策定時の検討事項とし

て参考とする。 

4.3 利用者・住民との合

意形成 
利用者・住民との合意形成事例、

留意事項を記載。 
利用者・住民との合意形成

時に参考とする。 

4.4 関係機関との協議 
関係機関との協議における留意事

項を記載。 
関係機関との協議時に参考

とする。 

 

  

＜事例集の位置づけ＞ 

・本事例集は、地方公共団体による「道路橋における集約・撤去」の取り組みを推進するた

めに、取組事例をもとに、好事例や参考となる情報をとりまとめたものである。 
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2.  道路橋における集約・撤去の意義 

2.1 道路橋における集約・撤去の必要性 

2.1.1 道路橋管理を取り巻く背景 

（1）道路整備の経緯 

・ 道路は、人の移動や物資の輸送に不可欠な基本的な社会資本であり、社会経済の発展や

国民生活の向上に大きな役割を果たしている。 

・ 我が国においては、急激な道路交通需要の増大に対応して高度経済成長期に大量に建設

されてきており、2019 年時点において、道路延長（実延長）約 122.6 万 km、道路橋約

73 万橋が整備され、道路ネットワークを形成している。 

 
※この他、古い橋梁等記録が確認できない建設年度不明橋梁が約 23 万橋ある。 

（出典）道路局調べ（2021 年 3 月末時点） 

図 2-1 建設年度別橋梁数の推移 

 

 
（出典）道路統計年報 2020 表 1-1 道路現況の推移（その 1）より作成 

図 2-2 道路実延長の推移  
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（2）道路橋を取り巻く社会構造の変化 

・ 一部の道路橋においては、建設時からの時間経過とともに、土地利用の変化や周辺人口

の減少に加え、周辺道路網が整備されたこと等により、利用交通量が著しく減少してい

る道路橋も散見される。 

・ これは、建設時に想定されていた役割が時間経過とともに変化したことに起因すると想

定される。 

 
（出典）人口推計－2021 年（令和 3年）6 月報－（総務省統計局） 

図 2-3 総人口の推移  
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（3）道路橋における老朽化の進展 

・ 全国約 73 万橋の道路橋のうち、9 割以上となる約 66 万橋が地方公共団体管理であり、

建設後 50 年を経過した橋梁の割合は、2021 年時点の 32％から 10 年後の 2031 年には約

57％に増加する。 

 

 
※この他、古い橋梁等記録が確認できない建設年度不明橋梁が約 23 万橋ある。 

（出典）道路局調べ（2021 年 3 月末時点） 

図 2-4 道路管理者別橋梁数（上）、建設後 50 年を経過した橋梁の割合（下） 

 

・ 全国の道路橋において 2016 年度～2020 年度に実施された定期点検結果に着目すると、

早期に措置を講ずべき状態（判定区分Ⅲ）と判定された橋梁が 9%（60,601橋）、緊急に

措置を講ずべき状態（判定区分Ⅳ）と判定された橋梁が 0.1%(569 橋)となっている。 

・ また、建設後の経過年数の増加に伴い、判定区分Ⅲ・Ⅳの割合が高くなる傾向が確認で

きる。 

   

 

 

 

 

 

 

 
※点検を実施した施設のうち、2021 年 3 月末時点で診断中の施設を除く。 

（出典）道路局調べ（2021 年 3 月末時点） 

図 2-5 橋梁の判定区分の割合（左）、判定区分と建設後経過年数（右） 
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・ 地方公共団体における判定区分Ⅲ・Ⅳの橋梁の修繕等措置の実施状況に着目すると、1 巡

目（2014年度～2018年度）の点検で早期に措置を講ずべき状態（判定区分Ⅲ）または緊

急に措置を講ずべき状態（判定区分Ⅳ）と診断された橋梁の修繕等に着手した割合は、

2020 年度末時点で 55%、完了した割合は 35%に留まっている。 

・ また、判定区分Ⅲ・Ⅳである橋梁は、次回点検まで（5 年以内）に措置を講ずべきとして

いるが、地方公共団体における5年以上前に判定区分Ⅲ・Ⅳと診断された橋梁の措置着手

率は 6 割～7割程度と遅れている。 

 

  

（出典）道路局調べ（2021 年 3 月末時点） 

図 2-6 １巡目点検で判定区分Ⅲ、Ⅳの橋梁の修繕等措置の実施状況 

 

（4）老朽化に伴う落橋リスクの増加 

・ 欧米において長大橋が崩落する事例が報告されており、国内においても老朽化等が原因

で落橋した事例が確認されている。 

・ これらの事例の中には車両が通行中に落橋した事例があるほか、落橋によって桁下の河

川断面を阻害する等、二次的な被害に波及している事例もある。 

・ 老朽化等により通行止め等を実施していたとしても、損傷等を放置することで落橋に至

り、二次的な被害に波及してしまうリスクも懸念される。 

  

管理者

うち完了（C）

国土交通省 3,411
2,845
(83%)

1,439
(42%)

566
(17%)

高速道路会社 2,537
1,669
(66%)

1,137
(45%)

868
(34%)

地方公共団体 62,836
34,419
(55%)

21,912
(35%)

28,417
(45%)

都道府県
政令市等

20,484
14,156
(69%)

8,437
(41%)

6,328
(31%)

市区町村 42,352
20,263
(48%)

13,475
(32%)

22,089
(52%)

合計 68,784 38,933(57%) 24,488(36%) 29,851(43%) 完了済 着手済

2020年度末時点
措置着手率（B/A）、措置完了率(C/A)未着手

施設数
措置に着手済
の施設数（Ｂ）

措置が必要な
施設数（Ａ） 点検年度
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2014

2015

2016

2017

2018
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97%

97%

92%

72%

63%

100%

100%

85%

59%

24%

72%

65%

56%

44%

39%

80%

78%

69%

61%

59%

66%

59%

51%

37%
27%

77%

69%

41%

18%

14%

82%

85%

53%

32%

12%

57%

47%

36%

22%

17%

64%

54%

41%

27%

23%

53%

44%

33%

19%
13%
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※1巡目（2014～2018年度）点検施設のうち、判定区分Ⅲ・Ⅳと診断された施設で、修繕等措置（設計含む）に着手（又は工事が完成）した割合（2020年度末時点)

：2020年度末時点で次回点検までの修繕等措置の実施を考慮した場合に想定されるペース
2014年度点検実施（6年経過）：100％、 2015年度点検実施（5年経過）：100％、2016年度点検実施（4年経過）：80％、2017年度点検実施（3年経過）：60％、2018年度点検実施（2年経過）：40％
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写真 2-1 老朽化が原因で落橋した国内事例１ 

 

 
（出典）内閣府沖縄総合事務局資料（道路構造物の老朽化に関する取り組み） 

写真 2-2 老朽化が原因で落橋した国内事例２ 
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（5） 地方公共団体における厳しい財政状況 

・ 老朽化に伴い維持管理・更新費が増加することが想定される中、地方公共団体において

財源確保が課題となっている。 

・ 地方公共団体へのアンケート結果によると、約 9 割の地方公共団体が現状の予算では、

既存の道路施設を維持管理しきれなくなることを懸念している。 

 
（出典）道路局調べ（2019 年 6 月時点） 

図 2-7 現状の予算に対する道路施設の維持管理（点検・修繕）状況について 

 

（6）管理職員の不足（人材の不足） 

・ 財政面と同様、老朽化に伴って維持管理・更新への対応が増加することが想定される中、

道路橋の管理を担う人材の不足が問題になっている。 

・ 2021 年 5 月時点において橋梁管理に携わる土木技術者が存在しない市区町村の割合は、

町で 2 割以上、村で 5 割以上となっている。 

    
（出典）道路局調べ（2021 年 5 月時点） 

図 2-8 市区町村における橋梁管理に携わる土木技術者の人数 

  

57%

23%

5%

42%

76%

65%

1%

1%

30%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

村

N=183

町

N=743

市区

N=795

＜2021年5月時点＞

0人 1～5人 6人以上



9 

2.1.2 背景を踏まえた集約・撤去の必要性 

・ 道路橋の老朽化が進展している中、適切に維持管理を実施しないと人的被害や桁下への

影響（第三者被害含む）を伴う落橋が発生するリスクがあり、道路管理者には適切な管

理が求められている。 

 

・ 一方で、我が国では戦後の急激な道路交通需要の増大に対応して道路延長を伸ばしてき

たが、地域によっては、土地利用の変化、周辺道路網の整備等により、利用交通が著し

く減少している道路橋も散見される。 

 

・ 厳しい財政状況の下、老朽化対策として充当できる財源確保が課題となっている中にお

いては、老朽化対策の一つとして地域の実情や利用状況に応じて集約・撤去を選択肢と

することが、一時的な負担が生じたとしても、長期的な視点で見た際には有効な手段と

なりうる。 

 

＜参考：集約・撤去の考え方＞ 

老朽化等により現橋の継続利用が困難な場合において、今後も同等以上の機能が必要な橋

梁は「架替」を実施し、周辺環境の変化等により役割を終えている橋梁は「単純撤去」を実

施することが考えられる。 

一方、それらの中間として、同じ機能で作り直すほどではないが何らかの機能の保持が求

められる橋梁は、「迂回路の機能を充実させる（撤去＋迂回路整備）」、「機能を低下させ

る（ダウンサイジング）」、「架替橋梁を集約する（複数橋梁の集約）」等も選択肢となる

ことが考えられる。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-9 集約・撤去の考え方 
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どではないが・・・、 
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老朽化等により現橋の継続利用が困難 
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＜参考：判定区分Ⅳの橋梁の措置状況（予定含む）＞ 

2020 年度末時点で判定区分Ⅳと診断された橋梁の措置状況のうち、撤去・廃止の割合は、

2020 年度末時点で 33%であり、2019 年度末よりも増加する等、集約・撤去の事業件数は増加傾

向にある。 

 
（出典）道路局調べ（2021 年 3 月末時点） 

図 2-10 判定区分Ⅳの橋梁の措置状況（予定含む）  
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2.2 集約・撤去に取り組むメリット 

（1）管理者にとってのメリット 

1） 維持管理・更新費等の縮減 

道路橋の集約・撤去を実施することにより、初期費用として一時的な負担が生じるものの、

中長期的な視点で見ると、管理橋梁数が削減され、将来の点検費、補修費等の維持管理費を

縮減することができる。また、集約・撤去を実施するタイミングについてもより早期に取り

組むことで、将来の補修費や点検費を縮減することができる。 

早期に集約・撤去を実施 集約・撤去の実施時期を先送り 

    

 

 

 

  

図 2-11 集約・撤去に取り組むタイミングの違いによる費用比較（イメージ） 

2） 管理瑕疵リスクの除去 

老朽化や耐震性の問題等で、落橋による人的被害や桁下の河川断面を阻害する等の二次的

な被害に波及するリスクが懸念される。また、跨線橋や跨道橋はコンクリート片の剥落等に

よる第三者被害リスクも懸念される。老朽化対策の手法として橋梁を撤去することは、この

ような管理瑕疵に係る道路管理者のリスクを除去・低減することができる。 

3） 管理負担の軽減（点検や補修等の実施に伴う手続き・調整・管理等） 

道路橋等の老朽化が進行している中、点検や補修等の実施に伴い必要となる発注手続き、

調整、施工管理等、管理者の負担が増加している。特に跨線橋や高速道路を跨ぐ跨道橋等は、

点検や補修等を実施する際に交差物件管理者との調整、協議が必要となり管理上の負担が大

きい。道路メンテナンス会議※で交差物件管理者との協議支援が実施されているものの、特

に技術系職員が少ないまたはいない市町村にとっては大きな負担となっている。道路橋の集

約・撤去は、このような管理負担を軽減することができる。 

※道路メンテナンス会議とは 

国土交通省や地方公共団体、高速道路会社などの関係機関の連携による検討体制を整え、

課題の状況を継続的に把握・共有し、効果的な老朽化対策の推進を図ることを目的に、都道

府県単位で全国に設置されている会議体である。 

 

4） 河積阻害の解消（治水効果の向上） 

架設年次が古い渡河橋は、一般的に橋脚数が多い場合が多く、径間長や桁下高等について

現行基準を満たしていない等、治水の観点から問題を抱えている場合がある。利用状況に応

じて、こうした渡河橋に対して集約・撤去を実施することで、河積阻害の解消による治水効

果の向上を通じて地域の安全・安心の確保に繋がる。  

維
持
管
理
費 

年 

初期費用がかかるものの早期

に撤去を実施することで以降

の維持管理費がかからない 

集約・撤去 点検 点検 

維持管理費（累計） 

維
持
管
理
費 

年 

撤去の実施時期を先

送りすることで補修

費や点検費が必要と

なる 

集約・撤去 

補修 補修 

点検 点検 点検 

維持管理費（累計） 
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（2）利用者・周辺住民にとってのメリット 

1） 落橋による事故の危険性の排除 

利用者にとっては、日常的に利用する道路から「落橋による事故の危険性」が排除され、

安心して利用できるようになることが最も大きなメリットになる。 

2） 集約・撤去による付加的なメリット 

一部の事例においては、以下に示すように事業全体として見た際に利用者や周辺住民にと

って付加的なメリットになっている場合がある。 

表 2-1 集約・撤去による付加的なメリット事例 

概要 イメージ図 

 

 

車両交通の大半が抜け道利用となって

いる車道橋を人道橋にダウンサイジン

グした事例では、通学路等として利用

する地元住民にとっての安全性が向上

している。 
 

国土地理院地図（標準地図）を加工して作成 

 

 

老朽橋（潜没橋）2 橋を撤去し、新た

に１橋新設する集約事例では、洪水時

にも防災拠点へのアクセスが可能にな

る等、ネットワーク機能が向上してい

る。 
 

国土地理院地図（標準地図）を加工して作成 

  

人道橋へのダウンサイジングによ

り、通行安全性が向上 

複数橋梁の集約により、洪水時の

ネットワーク機能が向上 
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3.  道路橋における集約・撤去事例 
道路橋における集約・撤去の事例を分類すると、主に表 3-1 のように分類できる。取組事例に

ついて、これら事業内容別に次頁以降に紹介する。 

表 3-1 集約・撤去の事業内容 

事業内容 概要 
イメージ図 

Before After 

単純撤去 
迂回路整備を伴わな

い、橋梁の撤去 

  

撤去＋迂回路整

備 

撤去に加え、撤去す

る橋梁の迂回路とな

る経路に対する整備

を実施 

 

 

 

  

ダ
ウ
ン
サ
イ
ジ
ン
グ 

既 設 縮 小

化 

既設の車道橋を活用

し人道橋等にリニュ

ーアル 

  

新 設 縮 小

化 

既設の車道橋を撤去

し、人道橋として架

替を実施 

  

複数橋梁の集約 

隣接する複数橋梁を

撤去し、機能を集約

した橋梁を新設 

 
 

【迂回路】
道路拡幅

安全対策 等

【隣接橋梁】

補修、耐震補強、
架替 等

付替道路
の新設

新設橋 

車道橋 人道橋 

車道橋 人道橋（架替） 
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表 3-2 集約・撤去の取組事例一覧 

事業 
内容 

橋梁名 
（管理者名） 

橋長 供用年 
交差 
物件 

健全度 
主な実施理由 
（きっかけ） 

道路メンテナ

ンス事業補助

制度活用事例 

単
純
撤
去 

新那珂橋 
（栃木県） 

302.0ｍ 1935 年 河川 Ⅳ 老朽化・被災  

掛渕橋 
（山口県長門市） 

78.4ｍ 1948 年 河川 Ⅳ 老朽化  

小国 2 号橋 
（山形県鶴岡市） 

5.0ｍ 1968 年 河川 Ⅳ 老朽化  

月夜の平橋・溝上橋 
（山梨県西桂町） 

40.9ｍ 
40.1ｍ 

1966 年 
1969 年 高速道路 Ⅱ 利用者なし  

東名千福橋 
（静岡県裾野市） 

51.3ｍ 1968 年 高速道路 Ⅱ 利用者なし  

赤狩吊橋 
（群馬県高山村） 

16.2ｍ 不明 河川 Ⅱ 利用者なし  

撤
去
＋
迂
回
路
整
備 

新利根橋 
（茨城県稲敷市） 

88.0ｍ 1927 年 河川 Ⅳ 老朽化・被災 ○ 

黒川橋 
（山形県鶴岡市） 

300.8ｍ 1935 年 河川 Ⅲ 老朽化 ○ 

御庄橋 
（山口県岩国市） 

215.6ｍ 1953 年 河川 Ⅳ 老朽化 ○ 

向田橋 
（山形県鶴岡市） 

8.5ｍ 1962 年 河川 Ⅳ 老朽化  

高崎橋 
（鹿児島県姶良市） 

7.0ｍ 1966 年 河川 Ⅲ 老朽化  

上柴怒田大橋 
（静岡県御殿場市） 

58.0ｍ 1975 年 河川 Ⅱ 
道路拡幅事業 
に伴う撤去 

 

市道 141 号線 1 号橋 
（京都府城陽市） 

13.4ｍ 1970 年 河川 Ⅱ 
河川改修事業 
に伴う撤去 

 

ダ
ウ
ン
サ
イ
ジ
ン
グ 

既
設 
縮
小
化 

晒屋橋 
（徳島県徳島市） 

37.8ｍ 1970 年 
1960 年 河川 Ⅳ 老朽化  

下香春橋 
（福岡県香春町） 

46.2ｍ 1934 年 河川 Ⅲ 老朽化  

新
設 
縮
小
化 

西新開中道線 1 号橋 
（広島県呉市） 

17.8ｍ 不明 河川 Ⅲ 老朽化  

竹重橋（勉脩橋） 
（佐賀県有田町） 

12.4ｍ 不明 河川 Ⅲ 老朽化  

赤平橋（下り線） 
（北海道） 

140.9ｍ 1952 年 河川 Ⅲ 老朽化  

和口橋 
（静岡県磐田市） 

120.6ｍ 1960 年頃 河川 Ⅲ 
老朽化 

河川改修事業 
 

複数橋
梁の集
約 

尾藤橋、波美橋 
（京都府） 

118.8ｍ
131.7ｍ 

1955 年
1978 年 河川 ― 

老朽化 
緊急水防災 

対策 
 

川原橋、長興寺橋 
（愛知県豊田市） 

9.0ｍ 
11.0ｍ 

1979 年
1979 年 河川 

Ⅰ 
Ⅲ 

河川改修事業 
に伴う集約 
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3.1 単純撤去事例 

（1）新那珂橋（栃木県） 
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（2）掛渕橋（山口県長門市） 
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（3）小国 2 号橋（山形県鶴岡市） 

 
 
 
  



18 

（4）月夜の平橋・溝上橋（山梨県西桂町） 
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（5）東名千福橋（静岡県裾野市） 
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（6）赤狩吊橋（群馬県高山村） 
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3.2 撤去＋迂回路整備事例 

（1）新利根橋（茨城県稲敷市） 

 

  

道路メンテナンス事業補助制度活用事例 
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（2）黒川橋（山形県鶴岡市） 

 
  

道路メンテナンス事業補助制度活用事例 
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（3）御庄橋（山口県岩国市） 

 

  

道路メンテナンス事業補助制度活用事例 
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（4）向田橋（山形県鶴岡市） 
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（5）高崎橋（鹿児島県姶良市） 

 

  



26 

（6）上柴怒田大橋（静岡県御殿場市） 

 
 
  



27 

（7）市道 141 号線 1 号橋（京都府城陽市） 
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3.3 ダウンサイジング（既設縮小化）事例 

（1）晒屋橋（徳島県徳島市） 
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（2）下香春橋（福岡県香春町） 
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3.4 ダウンサイジング（新設縮小化）事例 

（1）西新開中道線 1 号橋（広島県呉市） 
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（2）竹重橋（勉脩橋）（佐賀県有田町） 
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（3）赤平橋（下り線）（北海道） 
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（4）和口橋（静岡県磐田市） 
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3.5 複数橋梁の集約事例 

（1）尾藤橋、波美橋（京都府） 
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（2）川原橋、長興寺橋（愛知県豊田市） 
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（参考）集約・撤去の対象事例 

紹介した取組事例をもとに「どのような橋梁が集約・撤去の対象となっているか」について体

系的に整理したものを以下に示す。 

集約・撤去の対象となりうる橋梁は、「周辺道路網の整備や土地利用の変化等に伴い、交通量

（利用者）が著しく減少している橋梁」や「老朽化等に伴い通行規制を実施している橋梁」等が

挙げられる。 

こうした橋梁について、老朽化（Ⅳ・Ⅲ判定）、第三者被害リスクの顕在化、桁下管理者の要

請（河積阻害の解消）等がきっかけとなり、施設管理者として、対策費用、第三者被害リスク、

迂回路の状況、また、利用者・住民との合意形成状況等を踏まえ、集約・撤去の可否を判断して

いる。 

 

●どのような橋梁が集約・撤去の対象となっているか 

 
※その他、利用者・住民との合意形成状況や「歴史的価値を有する橋梁か否か」、「地域のシンボルとして保存

すべき橋梁か否か」等の固有の特性に応じた判断が必要な場合がある。 

図 3-1 集約・撤去の対象事例 
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（参考）事業内容の選択事例 

紹介した取組事例をもとに「どのような条件のときに、どのような事業内容を選択しているか」

について体系的に整理したものを以下に示す。 

集約・撤去の事業内容は、「単純撤去」、「撤去＋迂回路整備」、「ダウンサイジング（既設

縮小化）」、「ダウンサイジング（新設縮小化）」、「複数橋梁の集約」等が挙げられ、当該橋

梁の利用実態、周辺道路状況、利用者・住民との合意形成状況を踏まえて選択している。 

 

●どのような条件のときにどのような事業内容を選択しているか 

 
※事業内容は、利用者・住民との合意形成を進める中で方針変更したケースもある（例：「単純撤去」という方

針で合意形成を図る過程において、地元からの要望を受けて「ダウンサイジング」や「撤去＋迂回路整備」に方

針変更等）。 

図 3-2 利用実態、周辺道路状況に応じた事業内容の選択事例 
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4.  集約・撤去を進めるうえでの検討項⽬・留意事項 

4.1 主な検討項目 

集約・撤去を進めるうえで、取組事例においては主に以下に示す項目について検討がなされて

いる。 

表 4-1 集約・撤去を進めるうえでの主な検討項目（検討事例） 

検討段階 主な検討項目 

計画・調整段階 

利用状況の把握 

迂回距離（隣接橋梁との距離等）、迂回時間の把握 

集約・撤去対象候補の抽出 

集約・撤去実施時期の設定 

概算費用及びコスト効果の算出 

長寿命化修繕計画への反映 

利用者・住民との合意形成 説明会等の開催による利用者・住民との合意形成 

関係機関との協議 

交差物件の管理者（鉄道事業者、道路管理者、河川管理者

等）との協議 

占用物件の管理者との協議 

 

なお、次頁以降について、主な検討項目ごとに□枠内に「取組事例の多くが検討・実施してい

る事項」、□枠の下に参考事例、事例から得られた留意事項等を記載している。 
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4.2 計画・調整段階 

（1）利用状況の把握 

路線の位置付け等を踏まえた管理橋梁の利用状況の評価・整理。 

 

＜参考事例 1＞ 

・ 管理橋梁の利用状況について、全管理橋梁に対して定量的な交通量を把握することは困

難であるため、表 4-2 に示すように路線の位置付け等を踏まえ「多い」、「比較的多

い」、「比較的少ない」、「少ない」等、定性的な評価を実施している。 

表 4-2 利用状況の評価・整理事例 

交通量区分 定義内容 細別方法 

交通量が多い 
・利用者が非常に多い道路 
（農業用道路除く） 

・○○地域内の市街地エリアに該当する 1
級・2 級市道の橋梁 

交通量が比較的多い 
・生活道路および物流道路と

して利用が比較的多い道路 

・○○市の各地域拠点の市街地エリアに

該当する 1 級・2 級市道の橋梁 
・都市内連携軸（広域農道等）上の橋梁 
・○○スマート IC ランプ上の橋梁 

交通量がある程度見込まれる 
もしくは地域上の重要橋梁 

・地域住民のための生活道路 
・地域連携または交流上の重

要道路 

・地域内交流軸上の橋梁 
・上記以外の 1 級・2 級市道上の橋梁 
・○○地域内の市街地エリアのその他市

道の橋梁（農業用道路除く） 

交通量が比較的少ない 
・上記以外で生活道路として

使われている道路 
・1・2 級市道以外で生活道路として使わ

れている道路上の橋梁 

交通量が少ない 
（林業用・農業用道路） 

・農耕地もしくは森林に行く

ための道路 
・農耕地もしくは森林に行くための道路

上の橋梁 

 

 

＜参考事例 2＞ 

・ 迂回路の有無、迂回距離等により、集約・撤去の対象候補を絞ったうえで、利用状況を

整理している事例もある。 
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（2）迂回距離（隣接橋梁との距離等）の把握 

管理橋梁について、当該橋梁が撤去された場合の迂回距離（隣接橋梁との距離等）、迂

回時間の把握・整理。 

 

＜参考事例 1＞ 

・ 迂回距離について、救急車が消防署から救急現場に到達する時間に着目して閾値を設定

している。 

・ 具体的には、図 4-1 に示すように近隣の消防署を起点に、該当橋梁を通過して車両進行

方向の最も近い交差点を終点とし、迂回しない場合の距離と迂回した場合の距離を比較

し、その時間差が 3 分以内（現場到着時間 10 分以内＝平均到達時間 7 分＋3 分以内）で

あれば救命の可能性が高いと推定し、集約・撤去の候補とする閾値を「迂回距離 2 ㎞未

満」に設定している。 

 

図 4-1 消防署からの迂回距離計測事例 

 

図 4-2 橋梁周辺道路の迂回距離計測事例 
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 ＜参考事例 2＞ 

・ 管理橋梁の緯度・経度データをもとに GIS 機能を用いて橋梁間が 30ｍ以内の橋梁を機械

的に抽出し、図 4-3 に示すように橋梁間の位置関係等の状況から集約・撤去が不可能な

ものを排除することで、対象候補を抽出している。 

 

 
国土地理院地図（標準地図）を加工して作成 

図 4-3 橋梁間の位置関係から集約・撤去が不可能と判断している事例 
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（4） 集約・撤去対象候補の抽出 

管理橋梁全体から集約・撤去の対象候補を抽出する指標、基準（方針）の設定、対象候

補の抽出。 

 

＜参考事例 1＞ 

・ 集約・撤去対象候補について、図 4-4 に示す「対象橋梁選定フロー」を設定して抽出し

ている。 

 

図 4-4 対象橋梁選定フロー事例 
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＜参考事例 2＞ 

・ 図 4-5 に示す「架替橋梁選定フロー」に基づき、健全度がⅢ判定・Ⅳ判定の全橋梁に対

し、修繕、架替、撤去等の検討を実施している。 

・ 具体的には「主構造に損傷があり大規模な修繕が必要な橋梁」、「耐震対策が未実施」、

「機能改良が必要な橋梁」、「橋の仕様・機能の変更が困難な橋梁」全てに該当する橋

梁に対して架替を検討しており、重要な橋梁は架替となり、重要な橋梁に該当しない場

合は、「橋梁の必要性判定」により撤去を検討している。 

・ 「橋梁の必要性判定」は、個々の橋梁ごとに交通量、通学路指定の有無、迂回距離等を

総合的に勘案して評価している。 

 

 

図 4-5 架替橋梁選定フロー事例 
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＜参考事例 3＞ 

・ 橋梁間が 30m 以内の橋梁を機械的に抽出し、図 4-6 に示すように橋梁間の位置関係等の

状況から集約・撤去が不可能なものを排除することで「集約・撤去の可能性がある橋梁」

を抽出している。 

・ 上記で抽出した橋梁および、民家が移転し現在は橋梁が利用されていない橋梁に対し、

個々の橋梁ごとに重要度や立地条件等を机上により評価し、「 ◎集約・撤去できる可能

性が高い」、「〇集約・撤去できる可能性がある（条件付）」、「△集約・撤去は難し

い」の 3 つに分類することで対象候補を抽出している。 

 

国土地理院地図（標準地図）を加工して作成 

図 4-6 橋梁間の位置関係から集約・撤去が不可能と判断している事例（再掲） 

 

 

＜参考事例 4＞ 

・ 「①管理上リスクが高い（第三者被害が生じる可能性がある）橋梁」を抽出し、そのう

ち「②交通需要が極めて少なく近隣に迂回路がある橋梁」を対象として選定している。 

 

＜参考事例 5＞ 

・ 地域性や利用形態等を考慮に入れ、近隣に橋梁があり集約が可能な橋梁（便利橋）、潜

水橋、将来的に断面縮小し暗渠化を図る避溢橋、迂回路がある橋梁、または、対岸が行

き止まりである橋梁等を条件として選定している。 
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（3）集約・撤去実施時期の設定 

抽出した集約・撤去の対象候補に対して、現状の健全度、利用者・住民との合意形成期

間等も考慮した概ねの実施時期の計画。 

 
＜参考事例 1＞ 

・ 現状の健全度が比較的健全な橋梁であっても跨線橋や高速道路を跨ぐ跨道橋等、今後の

管理負担（点検費や補修費）が大きくなることが想定される橋梁については、早期に集

約・撤去を実施するように計画している事例もある。 

 

＜参考事例 2＞ 

・ 集約・撤去の対象候補となった橋梁は、今後修繕等は行わず経過観察を行い、図 4-7 に

示すように然るべき時期に撤去を行うものとしている事例もある。 

 

図 4-7 撤去実施時期設定事例 

（4）概算費用およびコスト効果の算出 

対象橋梁に対して、集約・撤去を実施した場合と継続利用した場合（または更新を実施

した場合）の概算費用の比較とコスト効果の試算。 

 

＜参考事例 1＞ 

・ 管理橋梁全体から抽出した「集約・撤去の可能性がある橋梁」、「集約・撤去が可能な

橋梁」に対して、集約・撤去を実行した場合にどれだけコストが縮減できるかを試算し

ている。 

・ コスト効果の算出期間は 100 年間とし、「継続利用した場合の架替費・維持管理費」を

試算している。 

・ 維持管理費は長寿命化修繕計画の補修サイクル・単価を適用して算出し、架替費は「国

総研資料第 444 号 橋梁の架替に関する調査結果（Ⅳ）」における架替単価、仮設単価

をベースに実績で補正して算出している。 
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＜参考事例 2＞ 

・ 「現橋補修延命案」と「新橋架替案（ダウンサイジング）」についてライフサイクルコ

スト等を比較して事業内容を選定している。 

表 4-3 「現橋補修延命案」と「新橋架替案（ダウンサイジング）」の比較事例 

 

 

図 4-8 ライフサイクルコスト比較事例  

P2,P3橋脚再構築（仮受け設備含む） 新橋架設（上下部工、護岸工、道路工切り替え）

P1,P4橋脚補修 現橋トラス桁撤去

伸縮装置・防護柵・防水層取り替え、下部工補修 現橋下部工撤去

維持管理費（100年） 維持管理費（100年）

概算工事費計 概算工事費計

工事費／耐用年数　＝ (千円)/100年 ＝ (千円)/年 工事費／耐用年数　＝ (千円)/100年 ＝ (千円)/年

・P2,P3橋脚は、河床洗掘の影響から根入れ不足の状態で、また柱基部 ・新設橋梁は現橋位置に架設されるため、現橋上・下部工は撤去する。

　の断面欠損が著しく危険な状態にあり、橋脚の再構築が必要である。 ・現橋の上流側に新橋を架橋するため、迂回路は不要である。

・P4橋脚のコンクリートは圧縮強度や静弾性係数が著しく低いため、 ・両歩道となり、歩行者の安全性が確保される。（小中学校の通学路）

　他の下部工も物性値が低い可能性が高く、安全性が懸念される。 ・現行の設計基準に対応し耐久性・耐震性に優れる。

・初期補修後45年で床版打ち替えや塗装塗り替えなどが重複し、大規模 ・親橋橋脚を下流橋の橋脚見通し線上に合わせるため、治水上の安全性

　な補修工事が必要となる。 　が高い。

⇒　　投資効果が低い ⇒　　投資効果が高い

○ △

現橋補修延命案 新橋架替え案

概
略
図

105,000 94,000

47,000 346,000

工　　種 概算工事費(千円) 工　　種 概算工事費(千円)

130,000 452,000

検
討
結
果

1,095,000 993,000

(100%) (91%)

1,095,000 10,950 993,000 9,930

813,000 101,000

概
算
工
事
費

人道橋への架替案現橋補修延命案

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

0 20 40 60 80 100

概算工事費（単位：千円）

経過年数（年） ※施工開始年度不明のため、0～100年で表示

赤平橋 ＬＣＣ比較検討結果（現橋利用案と新橋梁架替え案）

架替え案の概算工事費

現橋補修延命案の概算工事費

LCC 比較検討結果 
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（5）長寿命化修繕計画への反映 

検討結果をとりまとめ、長寿命化修繕計画へ反映（方針、目標、コスト効果等）。 

 
・ 措置内容、実施時期を長寿命化修繕計画（個別施設計画）に反映し、橋梁名を公表する

ことで事業を推進しやすい環境を整備している事例もある。 

・ また、将来的に集約・撤去を実施する方針としたが、すぐに取組めない場合は、「将来

的に集約・撤去に向かう橋梁」として位置付けて、長寿命化修繕計画（個別施設計画）

を策定している事例もある。 
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4.3 利用者・住民との合意形成 

集約・撤去に至る背景、検討した経緯や事業内容について、利用者・住民に対して説明

を行い、合意形成を実施。 

 

＜説明方法と対象者＞ 

・ 説明方法は、一般住民を対象に説明会を開催している事例と、自治会長等に絞って説明

し、その後に回覧板等で周知している事例がある。 

・ 説明会の対象者は、地域の状況によって判断することになるが、自治会長等に相談して

対象者の範囲を決めている事例もある。 

・ 近隣に小中学校や幼稚園、保育所がある場合には、関係者、保護者にも対象を広げてい

る事例もある。 

・ その他、農耕地や山林に近い場合は、農林関係者、地権者を対象にしている事例もある。 

 

＜説明内容＞ 

・ 説明内容は、対象橋梁の状態、利用状況、撤去した場合の迂回路、事業の必要性、今後

の事業計画等を説明している事例が多い。 

・ これに社会情勢として老朽化に伴うインフラ維持管理費の増加、逼迫した財政状況、国

内外の落橋事例等も資料に盛り込んで説明している事例もある。 

・ 河川改修事業や道路拡幅事業と一体になっている場合は、事業全体の説明の中で、橋梁

の集約・撤去に関する説明を実施している。 

・ その他、定量的な交通量や迂回距離、代替案との比較結果、学識経験者からの助言内容

等を示すことで合意形成に向けて有効に働いている事例もある。 

表 4-4 説明会等における主な説明内容例 

 主な説明内容 

対象橋梁について 

・対象橋梁の状態（点検結果） 

・利用状況 

・撤去した場合の迂回路 

・事業の必要性 

・今後の事業計画 等 

社会情勢 

・老朽化に伴うインフラ維持管理費の増加 

・逼迫した財政状況（人口減少に伴う税収減、高齢化に伴う社会

保障費増等） 

・国内外の落橋事例 等 
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＜参考：説明資料例（一部抜粋）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

  

対象橋梁 

第三者被害の可能性 

橋梁撤去工事 
（鉄道事業者） 

協定締結(鉄道事業者) 

橋梁撤去設計業務委託 
（鉄道事業者） 
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＜合意形成＞ 

・ 説明会の参加者からの質問がなくなるまで質疑応答を実施して、全ての質問に回答する

ことで地元との合意を得たと判断している事例もある。 

・ 個別に説明した際に同意書に署名押印をもらっている事例もある。 

・ 地元合意を得られるまで複数回説明会を開催している事例がある。この際、開催間隔を

空けると異論が再燃しやすい傾向があるとの意見が聞かれた。 

 

＜合意形成に向けた対応・工夫事例＞ 

・ 地元からの要望を踏まえた、事業内容の柔軟な変更（単純撤去⇒既設縮小化（人道橋）

／単純撤去⇒撤去＋迂回路整備等）により合意に至った事例もある。 

・ 説明会の他に、「撤去に関わる方針（案）」を公表してパブリックコメントを実施して

いる事例もある。 

・ 通学路に指定されている場合は、通学路の変更、安全確保に向けて PTA や学校関係者、

公安委員会との現地立会等を実施している事例もある。 

・ 説明対象者以外に利用者がいるか確認するために、合意形成後から施工までの期間、撤

去を実施する旨の看板設置を行っている事例もある。 

 

＜参考：撤去を実施する旨の看板設置事例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4-1 撤去を実施する旨の看板設置事例 

  

  

Ｊ

Ｊ
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＜参考：利用者・住民との合意形成事例＞ 

表 4-5 利用者・住民との合意形成事例（1/3） 

 

 

  

事例① 事例② 事例③

合意形成プ
ロセス・対
象者

事前に地元の市議会議員と自治会
長に説明し、その後、住民に対し
て説明会を実施（対象橋梁がある
自治会住民と隣接する２自治会長
の計21名が出席）

事前に行政区の区長、副区長に説
明し、その後、住民に対して説明
会を実施（10名程度が出席）

 自治会長、農業委員、地元の議
員、森林組合に対して個別に説明
を実施（一般住民は対象外）

説明方法

資料を用いて説明し、その後質疑
応答
（終了時間を決めずに、質問が無
くなるまで質疑応答を実施）

資料を用いて説明し、その後質疑
応答
（終了時間を決めずに、質問が無
くなるまで質疑応答を実施）

資料を用いて説明し、その後質疑
応答（終了時間を決めずに、質問
が無くなるまで質疑応答を実施）

説明内容

・対象橋梁の現状（諸元、損傷状
況、利用状況）
・利用状況（交通量調査結果）
・迂回路整備案
・インフラを取り巻く環境、維持
管理の取組みなど
・今後のスケジュール

経緯、撤去が必要な理由、計画内
容、どのような工事（内容、時
期）を実施するかを説明

・建造経緯と現在の状況
・撤去の必要性
・撤去後の代替ルート
・撤去事業の今後の計画

反対意見へ
の対応

反対意見もあった。「全てのイン
フラを持ち続けることができない
こと」「交通量が少ないこの橋に
巨額の投資ができないこと」「撤
去に伴う利便性低下への対応策」
などの丁寧な対話を進めて徐々に
住民の理解が広がった。交通量の
定量的なデータがあったことが有
効に働いた。

特に反対意見はなかった。 特に反対意見はなかった。

実施回数や
時間

1回
1時間半程度

1回 1回

合意方法
説明会をもって合意という認識
（全ての質問に回答することで合
意）

説明会をもって合意という認識
（全ての質問に回答することで合
意）

後日、同意書に署名印鑑をいただ
いた。

その他 ー ー

「跨道橋撤去にかかわる基本方針
（案）」に対してインターネット
及び広報で約2ヶ月間パブリック
コメントを実施したが意見はな
かった。
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＜参考：利用者・住民との合意形成事例＞ 

表 4-6 利用者・住民との合意形成事例（2/3） 

 

  

事例④ 事例⑤ 事例⑥

合意形成プ
ロセス・対
象者

小学校、幼稚園、保育所の関係
者、保護者、地元町内会の会長に
対して説明会を実施（一般住民は
対象外）

自治会長、副会長、会計、地元議
員の9名程度に対して説明会を実
施（一般住民は対象外）
※自治会に相談して対象者を設定

該当地区の区長会（23名）に対し
て説明会を実施

説明方法

パワーポイントを使って説明し、
その後質疑応答（終了時間を決め
ずに、質問が無くなるまで質疑応
答を実施）

特に資料は提供していないが、点
検結果を示して危険であることを
説明

資料を用いて説明し、その後質疑
応答

説明内容
対象橋梁の通行止めに関する経緯
の説明、現状と対策、今後のスケ
ジュールについて

点検結果の説明
集約・撤去の方針説明

対象橋梁の概要、撤去の判断に
至った背景、損傷状況、今後の維
持管理費や延命には限りがあるこ
とを説明

反対意見へ
の対応

特に反対意見はなかった。 特に反対意見はなかった。

後日、地域の団体から展望台とし
て残してほしいという意見が1件
あったが、利用状況とコスト面か
ら説明をして納得いただいた。

実施回数や
時間

1回
1時間程度

点検結果報告1回（規制の必要性
を説明）
意見交換会1回（事前説明会）
方針説明会1回（集約・撤去の方
針説明）　1時間半程度

1回

合意方法
説明会をもって合意という認識
（全ての質問に回答することで合
意）

説明会をもって合意という認識
（全ての質問に回答することで合
意）

説明会をもって合意という認識

その他 ー ー

説明会後に対象橋梁が利用されて
いないことを確認するため、撤去
工事まで通行止め及び撤去を実施
する旨の看板を設置
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＜参考：利用者・住民との合意形成事例＞ 

表 4-7 利用者・住民との合意形成事例（3/3） 

 

 

 

  

事例⑦ 事例⑧ 事例⑨

合意形成プ
ロセス・対
象者

事前に該当地区の区長及び関連地
権者に説明し、その後、住民に対
して説明会を実施（8名が出席）

事前に3地区の区長及び区長会で
説明し、その後、３地区の住民に
対して説明会を実施

事前に自治会長に説明後、班長集
会で説明し、その後、自治会長が
各班の集会に説明に行き意見調整

説明方法
資料を用いて説明し、その後質疑
応答

資料を用いて説明し、その後質疑
応答

班長集会で資料を用いて説明。さ
らに自治会長から「①なくては困
る（架替）」、「②仕方がない
（廃止しても良い）」、「③代替
案の提案」の中から選択する必要
があることを説明。各班長から
「班長の一存では決められないた
め、班集会を開いて意見をまとめ
たい」という意見が出され、これ
を受けて自治会長が各班の集会に
説明に行き意見調整

説明内容

対象橋梁の概要、位置図、点検結
果、利用頻度、今後の維持管理費
や延命には限りがある旨、道路の
老朽化を取り巻く状況（笹子トン
ネル事故、跨線橋の落下事例、
NEXCOの取組み、市の取組み）、
今後の方針等を説明

橋梁諸元、これまでの経緯・経過
（補修履歴）、現況写真、河川占
用に係る協議内容と市の方針決定
までの事実を説明

・対象橋梁の現状と今後
・対象橋梁の役割が変わった背景
（土地利用の変化、周辺道路網の
整備）
・利用者数
・市の財政状況
・費用対効果が見込めないため、
架替は困難であること
等

反対意見へ
の対応

特に反対意見はなかった。
特に反対意見はなかった。
（やむを得ず承諾）

反対意見があったが、自治会長の
尽力により、各班での意見をまと
めてもらい、「撤去はやむを得な
い」との自治会の総意としての結
論を出してもらった。
反対者には、方針決定後も粘り強
く何度も説得した。

実施回数や
時間

1回
1地区あたり1回
別途、区長に対する現地説明を実
施

班長集会での説明（複数回）
その他、各班の集会（12班）でも
説明

合意方法 説明会をもって合意という認識 説明会をもって合意という認識

各班での意見調整の結果として
「撤去することに同意する意見で
まとまった」ことが報告され、合
意に至った。
併せて、地元から要請書を受領し
た。

その他

説明会後に対象橋梁が利用されて
いないことを確認するため、撤去
工事まで撤去を実施する旨の看板
を設置

ー ー
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4.4 関係機関との協議 

（1）交差物件の管理者との協議 

集約・撤去の実施に向けて、交差物件の管理者（鉄道事業者、道路管理者、河川管理

者等）と施工条件、工程、費用負担等について協議。 

 

・ 跨線橋や跨道橋（特に高速道路を跨ぐ場合）は、交差物件の管理者との協議の結果、想

定よりも工事費用が高額になっている事例や、想定よりも工程が延びている事例が多い。 

・ また、交差物件の管理者との協議（施工条件、施工方法等）が長期化している事例もあ

る（協議が複数年にわたり、20 回を超える協議を実施している事例もある）。 

＜鉄道事業者との協議に当たっての留意事項（跨線橋の場合）＞ 

・ 施工時間がき電停止時間に限定されるため、施工に長期期間を要する可能性があること

に留意が必要である。 

・ 特殊条件での施工となる場合が多く、工事費用が高額となる可能性があるとともに、鉄

道事業者への委託工事となる場合が多いため、予算確保等で留意が必要である。 

＜道路管理者との協議に当たっての留意事項（跨道橋の場合）＞ 

・ 交差物件の条件（特に交通量）によって、交通規制の方法、仮設、撤去工法が異なり、

施工期間、工事費用に大きく影響することに留意が必要である。 

・ 他の管理者の道路を跨ぐ場合は、交差物件の道路管理者との調整が必要で、それらを加

味したスケジュールとする必要がある。 

＜河川管理者との協議に当たっての留意事項（渡河橋の場合）＞ 

・ 施工期間が、非出水期に限定される場合があり、施工期間に大きく影響することに留意

が必要である。 

・ 架替を伴う場合は、既存不適格（河積阻害率等）により径間数、道路縦断の変更が生じ

る場合があることに留意が必要である。 

（2）占用物件管理者との協議 

電気、水道等、占用物件がある場合は、それぞれの管理者と移設等について協議。 

 

・ 占用物件が多い場合は、関係機関も多くなり、仮設、本設等の占用協議に時間を要する

可能性があることから、協議・調整時期に留意が必要である。 

（3）その他協議 

・ 集約・撤去橋梁が通学路に指定されている場合は、学校関係者等と通学路の変更につい

て協議を行っている事例もある。 

・ 迂回路整備において交差点改良を伴う場合や道路拡幅を実施する場合は、接続する路線

の管理者や公安委員会と協議を行っている。 

・ 県と市の橋梁を集約する事業の場合は、県と市で基本協定を締結して事業を進めている

事例もある。 


